
【第５回戸田市国民健康保険運営協議会議事報告について】 

【開催日】令和３年３月４日（木） 

※全委員の意見に対する承認を集約した日を以って開催日とする。

【開催方法】書面開催 

【出席委員】１５名（回答書により返信） 

【公開方法】戸田市ホームページにて報告内容を議事録として公開 

【議事案件】 

（１） 令和２年度戸田市国民健康保険特別会計補正予算（案）について

（２） 令和３年度戸田市国民健康保険特別会計当初予算（案）について

（３） 戸田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（案）について

（４） 戸田市国民健康保険任意事業見直し（案）について

（５） 令和３年度戸田市国民健康保険事業運営方針及び事業計画（案）について



令和２年度第５回書面開催議事案件について、下記のとおりご報告申し上げ

ます 

議案（１）令和２年度戸田市国民健康保険特別会計補正予算（案）について 

【質問・意見】公益代表委員 

① 1 歳入(1)国民健康保険税の被用者保険適用適正化事業について 

 令和 2年度の調査目標数、実績数、他の退職被保険者等への資格移行数、被

保険者が想定より減少しなかった理由等について説明を求める。 

 

【回答①】 

被用者保険適用適正化の取組については、調査対象者全員の年金記録から

社保加入を確認した後、対象者へ個別に喪失勧奨の通知を送付しています。国

保資格喪失手続きは郵送による届け出も可能としておりますが、なお、一定期

間手続きがない保険の二重加入者に関しましては、法に基づき職権の手続き

を実施することになります。令和２年度は、10月に 131件、12月に 139件の

通知をしました。 

次に、被保険者が想定より減少しなかった理由としては、新型コロナウイル

ス感染症に伴う経済や雇用状況の急変により、これまで進んでいた社保への

移行が一時的に鈍化したためと考えております。 

 

② 1 歳入(2)県支出金及び 2歳出(2)保険給付費 1療養諸費について 

 一般被保険者療養費給付費分の医療費が想定を上回ったとあるが、療養費

のベースとなった診療科別の給付実績(件数、額)はどの位あったのか。また特

定の診療について給付が伸びているのか。 

 また、令和 2年度はコロナ禍で、医療機関への受診が減少したとの報道もあ

ったが、それでも医療費は想定を上回ったのか。 

 

【回答②】 

 国保連から請求のある「一般被保険者療養給付費」について、特定の診療に

ついて、伸びているという傾向はみられませんでした。令和 2年度の特徴とし

て、緊急事態宣言中の５月は、請求件数約 25,000件で、費用額は約 5.2億円

（前年同月の費用額との比較で約 2割減）でありましたが、宣言解除後の７月

は、受診控えの反動の影響もあり、請求件数約 30,000 件で、費用額は約 6.8

億円と大幅な伸びとなりました。 

このため、令和３年１月～３月にかけての、例年医療費が増額傾向にある冬

季の間の診療費について、新型コロナウイルス感染症の影響等考慮しても、な

お不足額が見込まれることから、補正するものです。 



③ 2 歳出(4)保健事業費 1 特定健康診査等事業費について 

 重症化リスクの高い特定保健指導とはどのような発病リスクの対象につい

て行ったのか。また、どの位の割合の方が特定保健指導対象となるのか。 

 

【回答③】 

特定保健指導の対象は、特定健診の腹囲測定や血液検査の数値等から生活

習慣病発症リスクが高い方です。生活習慣病が重症化した場合は、被保険者の

生活や就労状況に及ぶ影響が大きいことや、高額の医療費を必要とすることから、

特定保健指導の電話勧奨については例年通り実施しております。 

今年度の特定保健指導対象者の実績数等については、健診実施期間中のた

め、確定値をお示しできない状況でありますが、令和元年度実績においては、

特定健診受診者 6,407人中、特定保健指導の対象者は 883人（13.8％）。この

うち、一定期間を経て特定保健指導の申込をしていない方全員に電話勧奨を

実施しました。 

 

④3ページ「(5)保健衛生普及費」について 

補正予算書の款項のどこに該当するのか。 

 

【回答④】 

脳ドックに係る保健衛生普及費は、款４保険事業費 項２保健事業費に該

当します。 

 

議案（２）令和３年度戸田市国民健康保険特別会計当初予算（案）について 

【質問・意見】公益代表委員 

① 1 歳入(5)繰入金 1 一般会計繰入金について 

 令和 2 年度当初予算に比べて増額となっているが、歳入不足に対する一般

会計からの法定外繰り入れについて、計画上順調に減少しているのか。 

 

【回答①】 

 赤字解消については、計画を上回る推移で進んでおります。しかし、令和３

年度については、納付金が対前年度比で、約２億円増加したため、計画の進捗

は鈍化する見込みです。 

 

 

 

 



② 一般会計からの法定外繰入金について前年度からの増減額を知りたい。 

【回答②】 

令和３年度当初予算 791,600,000円 

令和２年度当初予算 689,049,000円 

差 額 △102,551,000円 

② 2 歳出(3)国民健康保険事業費納付金について 

令和 2 年度と比べ県の算定により増額となっているが、増額となった要因

はなにか。また市の努力で増額を減らせる部分はあるのか。 

 

【回答②】 

 納付金の算定の基礎となるのは、埼玉県全体の医療費であり、この県全体医

療費の増減により、各市町村から県に納付する納付金の額が変動する仕組み

となっております。このため、戸田市における医療費削減の取組結果が直接に

戸田市の納付金の額に影響するものではありませんが、各市町村の医療費削

減の取組が県内全体の納付金減額に繋がるものです。 

 

③ 2 歳出(4)保健事業費 1 特定健康診査等事業費について 

 令和 2年度と比較して減額しているが受診率・指導率の向上はできるのか。 

 

【回答③】 

令和３年度予算において、特定健康診査等事業費のうち、役務費、委託料等

については計 7,568千円の減額としております。 

これは、医師会と契約している特定健診の委託料等にかかる受診者数を実

績値に基づき、見直した結果によるものです。 

受診率の確保につきましては、これまで架電を中心としていた特定健診受

診勧奨業務の効果について、受診率が 2年連続で低下している状況に対応し、

受診勧奨の手段を変更しております。今後は、高齢者への特殊詐欺対策との整

合に配慮したうえで、対象者の属性分析による勧奨通知を開始し、まずは試行

として取り組む予定です。この試行の効果検証につきましては、市の特定健康

診査等運営委員会に諮り、今後の保健事業の計画に活用してまいります。 

併せまして、ウィズコロナ時代に適合した受診勧奨を目指して、引き続

き、先行市町村や民間事業者の取組に関する情報収集に努めてまいります。 

 

 

 

 



議案（３）戸田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（案）について 

【意見】公益代表委員 

課税限度額を法定限度額に合わせていくことについては、被保険者に丁寧

な説明をお願いしたい。 

 

【回答】 

 各年度の税率や課税限度額に関しましては、納税通知書に同封する「国保税

のしおり」のほか、市ホームページ、広報戸田市を活用し、周知を行っている

ところです。ご意見を頂きましたとおり、税の決定に関する情報や、国保運協

の審議等に関する情報の公開につきましては、国保被保険者の皆様にご理解

頂きやすいよう工夫してまいります。 

 

議案（４）戸田市国民健康保険任意事業見直し（案）について 

【各委員からの回答】（１５人） 

《１人間ドック補助の見直し案》 

 

① 見直し案１－①（ ２人 ） 

② 見直し案１－②（ ６人 ） 

③ 見直し案１－③（ ７人 ） 

《２脳ドック補助の見直し案》 

 

① 見直し案２－①（ ０人 ） 

② 見直し案２－②（ ６人 ） 

③ 見直し案２－③（ ９人 ） 

《３保養施設宿泊利用助成の見直し案》 

 

① 見直し案３－①（  ２人 ） 

② 見直し案３－②（ １３人 ） 

 

《１人間ドック補助の見直し案について》 

【意見】公益代表委員 

①人間ドックについては、特定健診でｶﾊﾞｰ出来ない検査項目が含まれており、

早期発見に有効と思われる。補助金額を１万３千円とすると、自己負担額が２

万円を超える可能性があり、利用者が減少し、逆に病気の発見が遅れ、医療費

増加になる可能性がある点から、１-①案とした。 

 



⇒人間ドック受診者の費用負担につきましては、現行の実施機関指定方式の

他、実施機関を限定しない償還払いの補助方式（1－③）も検討案の中にござ

います。この償還払い方式では、検査項目や費用負担の点で自由にお選び頂く

選択肢が広がりますので、多様なニーズにあわせて補助を行うことが可能と

なります。場合によっては、現行の補助制度における自己負担額より少ない費

用で人間ドック受診が可能となってまいります。 

 ただし、この償還払い方式で実施機関を限定しない場合も、本市の人間ドッ

ク補助制度の対象は、特定健診の検査項目はすべて満たしているものといた

します。（参考）特定健診の費用負担は、市が約 1万円、受診者は無料。 

《２脳ドック補助の見直し案》  

【意見】公益代表委員  

①現行の助成率でも脳ドックの利用率が低く、廃止が相当と考える。 

《３保養施設宿泊利用助成の見直し案》 

【意見】公益代表委員 

① 保養の取り方は各個人の負担で行うべきであり、廃止が相当と考える。 

 

議案（５）令和３年度戸田市国民健康保険事業運営方針及び事業計画（案）について 

【意見】公益代表委員 

①医療費の抑制・適正化対策事業、今後の受診率向上に向けた取り組みなど充

実した事業計画を予定していると感じられ、今後はこれら計画の実施量を拡

大していくことが必要と考える。また、受診者に対し、健康増進に繋がるよう

な、通常と異なるような粗品を配布することも良いと思われる。 

 

②コロナ禍で現役世代でも在宅で仕事をする人が増えていることから、特定

健診や特定保健指導に来てもらえるような取り組みを今後増やしてほしい。 

 

その他ご意見について 

【意見】公益代表委員 

コロナ禍において医療機関への受診抑制、マスクの着用の常態化、飲食・酒

類の提供時間の制限など医療費や健康管理面でこれまでと違う流れが社会に

生じていることから、この流れを的確に捉え、施策の実施に生かしていただき

たい。 

 



【令和２年度第５回戸田市国民健康保険運営協議会議事とりまとめ】 

 

 

議案（１）令和２年度戸田市国民健康保険特別会計補正予算（案）について 

【議事まとめ】原義どおり。 

 

 

議案（２）令和３年度戸田市国民健康保険特別会計当初予算（案）について 

【議事まとめ】原義どおり。 

 

 

議案（３）戸田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（案）について 

【議事まとめ】原義どおり。 

 

 

議案（４）戸田市国民健康保険任意事業見直し（案）について 

《１人間ドック補助の見直し案》 

【議事まとめ】人間ドック補助額を２万５千円から１万３千円へ減額する。 

全国の人間ドック実施医療機関を対象とするよう拡充し、 

償還払いの補助方式へ変更する。 

《２脳ドック補助の見直し案》 

【議事まとめ】脳ドック補助を廃止する。 

《３保養施設宿泊利用助成の見直し案》 

【議事まとめ】保養施設宿泊利用助成を廃止する。 

  

 

議案（５）令和３年度戸田市国民健康保険事業運営方針及び事業計画（案）について 

【議事まとめ】原義どおり。 
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変更後　赤字削減・解消計画実施状況報告書（市町村） 　 都道府県名 保険者番号 保険者名

（第２年次　　令和元年度分）
埼玉県 110247 戸田市

千円

赤字額（合計） 1,997,760 千円

　　　　令和５年度

②
赤
字
削
減
計
画
実
施

（
予
定

）
状
況

　

年
度
別
赤
字
削
減
予
定
額

（
率

）

計画年次 第1年次 第2年次 第3年次

①
赤
字
の
発
生
状

況

年度(赤字発生年度) 　　　　平成２８年度

法定外繰入の

削減予定額（率）

276,096 362,945 668,159

赤字の原因

法定外繰入金 1,997,760 千円
＜計画対象となる赤字額＞

1,563,404,188円（1,997,760,000円　－　黒字分290,805,591円　－　精算額143,550,221円）

※平成29年度
1,328,709,272円（1,726,848,000円　―　決算補填以外1,584,000円　－黒字分245,378,151円－精算額
151,176,577円）

繰上充用金の新規増加分

▲ 153,825 298,000 112,030

第4年次 第5年次 第6年次

1,563,405

繰上充用金の新規増加

分の削減予定額（率）

合計

年　　　度 　　平成３０年度 　　　　令和元年度 　　　　令和２年度 　　　　令和３年度 　　　　令和４年度

112,030 1,563,405

赤字削減額
276,096 362,945 668,159 ▲ 153,825 298,000 112,030 1,563,405

合計

赤字削減予定額（率）
276,096 362,945 668,159 ▲ 153,825 298,000

※赤字削減額精査後
添付資料②国保運協資料（赤字削減解消計画の変更）中１５ページ
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令和２年度 


  


戸田市国民健康保険特別会計補正予算(案)について 
 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


令和３年２月９日 







【補正予算資料概要】


令和２年度 戸田市国民健康保険事業特別会計補正予算について


資料１-２について 


１ 歳入 


（１）国民健康保険税


新型コロナウイルスの特例減免による減収を反映したものの、国の被用者保


険適用適正化事業等による被保険者減少が想定より進まなかったことなどか


ら、国民健康保険税の収入は 110,547千円の増額補正とするものです。 


（２）県支出金


 普通交付金については、療養諸費や高額療養費等医療費の保険給付分に相


当する額を県が交付するもので、このうち、一般被保険者療養給付費分の医


療費が想定を上回ったことから、増額補正するものです。 


 一方、特別交付金に関しましては、新型コロナウイルス感染症に係る傷病


手当支給額が交付の対象とされましたが、この傷病手当支給申請の実績数が


想定より少なく推移していることから、減額補正するものです。 


（３）財産収入


 国民健康保険財政調整基金の運用益（庁内一括運用の一部）について、予


算額を下回る見込みとなりましたことから、減額補正するものです。 


（４）繰入金


① 保険基盤安定繰入金


保険基盤安定負担金は、国民健康保険税軽減分の財源とするための


支援でありますが、令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響


により新規入国の外国人被保険者が減少したなどのため７割軽減対象


数が減少したものの、１人当たり平均保険税算定額の増額が県から示


され、交付決定に基づき、増額補正となりました。 


② 出産育児一時金繰入金


被保険者が出産したとき、出産児１人につき４２万円（産科医療補


償制度未加入分娩機関で出産の場合は４０．４万円）を支給する制度
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です。当初の想定より申請実績が少なく推移していることから、実績


に合わせて減額補正するものです。 


③ その他繰入金


国民健康保険特別会計の歳入超過を調整するため、減額補正するも


のです。 


（５）繰越金


前年度繰越金の確定に伴う増額補正です。


（６）国庫支出金


① 災害臨時特例補助金


災害等臨時特例補助金（新型コロナウイルス感染症対応分）について


は、新型コロナウイルスの特例減免の財源として、新たに交付されるも


のです。


② 社会保障・税番号制度システム整備費補助金


令和３年３月から実施予定のオンライン資格確認の導入のための市の


システム改修費用の満額について補助金が交付されるものです。


２ 歳出 


（１）保険給付費


療養諸費や高額療養費等の保険給付医療費のうち、一般被保険者療養給付費


分の医療費が当初の想定を上回っていることから、増額補正するものです。な


お、市が支出する保険給付医療費の全額について、県から普通交付金の交付を


受けておりますので、歳入についても同額を増額補正しております。 


（２）出産育児一時金


被保険者が出産したとき、出産児１人につき４２万円（産科医療補償制度未


加入分娩機関で出産の場合は４０．４万円）を支給しているものです。今年度


実績において、当初の想定より申請数が少ない推移となっており、申請実績に


合わせて減額補正するものです。 


（３）傷病手当金


新型コロナウイルス感染症に係る傷病手当支給申請の実績が想定より少なく


推移していることから、申請実績に合わせて減額補正するものです。なお、傷


病手当支給に要する費用については、国の特別調整交付金の交付対象となって
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おります。 


（４）特定健康診査等事業費


① 受診勧奨業務


  当初、特定健診受診勧奨と特定保健指導利用勧奨の業務を委託予定であ


ったが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和 2年度について


は健診受診勧奨業務の実施を見送り、重症化リスクの高い特定保健指導の


み勧奨業務を委託するよう事業を見直しており、この不要額について減額


補正するものです。 


② 診療情報提供業務


  例年、埼玉県による全体契約の仕組みに参加する形で当該事業を実施し 


  ているところですが、令和 2年度は県全体の契約締結が見込めない状況と 


  なり、年度途中に事業実施を見送りとしたことから、この不要額について 


  減額補正するものです。 


（５）保健衛生普及費


脳ドック検診について、想定より申請数が大きく下回っており、こ


の申請実績にから減額補正するものです。 


（６）基金積立金


国民健康保険財政調整基金からの運用益を基金へ積み増ししておりま


すが、庁内一括運用を行っている、令和２年度運用益が予算額を下回る 


見込みであるため、減額補正するものです。 


（７）返還金


  平成 28年度から平成 30年度の国民健康保険療養給付費負担金について、 


返還金が生じたため、増額補正するものです。 
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議案第１５号


令和２年度戸田市国民健康保険特別会計補正予算（第４号） 


令和２年度戸田市の国民健康保険特別会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 


（歳入歳出予算の補正） 


第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１８７，３６６千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１０，７２９，９２９千円とする。 


２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 


令和３年２月２２日提出


戸田市長 菅 原 文 仁
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【当初予算資料概要】


令和３年度戸田市国民健康保険特別会計当初予算について 


資料２-２について 


１ 歳入 


（１）国民健康保険税


令和 3年度の調定見込額から推計し、予算額は 2,587,122,000 円で、前年


度当初予算額から、123,562,000 円の増額としております。 


（２）県支出金


 医療費の保険給付分に相当する額が県から交付される普通交付金と、保健


事業や保険者努力に対して交付される特別交付金です。県から示された交付


見込額に基づく積算から、予算額は 6,784,003,000 円で、前年度当初予算額


から 23,831,000 円の減額となっております。 


（３）繰入金


 低所得者に対する保険税軽減相当額を公費で補填する保険基盤安定制度に


基づく繰入金、出産育児一時金の 3分の 2の公費負担に相当する額の繰入


金、その他歳入不足に対する一般会計からの法定外繰入金です。予算現額は


1,233,397,000 円で、前年度比 129,809,000 円の増額となっております。 


２ 歳出 


（１）保険給付費


  被保険者の医療費の保険給付分や、出産や死亡等の法定給付の支給等に


要する費用です。予算現額 6,710,438,000 円で、前年度比 12,590,000 円の


減額となっております。 


（主な保険給付費について） 


・療養給付費 被保険者が通院、入院、薬剤処方等の医療に要した費用のうち、保険


者負担分に相当するものです。（保険給付費の内、約 98％） 


・療養費   被保険者が医療に要した費用全額を医療機関等へ支払いした後に、申


請により、被保険者に対して現金で保険者負担分を支給するもので


す。（海外での医療費の場合、保険給付対象の装具、コルセット作製の


場合など） 


・高額療養費 被保険者の一部負担金が、自己負担限度額を超えた場合に支給するも
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のです。（保険給付費の内、約 1.4％） 


（２）国民健康保険事業費納付金


平成 30 年度の国保広域化により国保財政の運営主体が埼玉県になったこと


から、県が負担する県内医療費総額の財源とするために各市町村から県へ納付


するものです。県内医療費総額の見込みを基に、各市町村の被保険者数、被保


険者の所得階層、高齢者割合等により納付金の額が県から示されることになっ


ています。予算現額 3,705,053,000 円で、前年度比 219,781,000 円の増額とな


っております。


（３）保健事業費


保健事業費につきましては、予算現額 186,586,000円で、前年度比9,185,000


円の減額となっております。 


（主な保健事業費について） 


・特定健康診査等事業費 ４０歳以上の被保険者を対象とする特定健康診査、及び、


特定保健指導の実施等、法に基づく保健事業を実施してい


ます。 


・保健衛生普及費   がん検診、保養施設宿泊利用補助共同事業負担金、生活習


慣病重症化予防対策事業分担金、人間ドックの補助等を実


施しています。 
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資料２-２　令和２年度当初予算歳入歳出総括表


歳入 歳出 （単位　千円）


10,756,636合計 合計10,756,636


64,317⑤その他 ⑤その他52,114


6,710,438


2,587,122 90,242


186,586


3,705,053③国民健康保険事業費納付金


②県支出金 6,784,003


④繰越金


③繰入金


①国民健康保険税 ①総務費


②保険給付費


④保健事業費


1,233,397


100,000
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10%
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100%
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1


歳 出


②保険給付費
6,727,348千円


（64.2％）


③国民健康保険
事業費納付金
3,444,786千円


（32.9％）


①総務費
77,705千円（0.7％）


④保健事業費
195,771千円（1.9％）⑤その他


39,726千円（0.4％）


①国民健康保険税
2,463,560千円


（23.3％）


②県支出金
6,803,514千円


（64.4％）


③繰入金
1,103,588千円


（10.5％）


④繰越金
115,000千円（1.1％） ⑤その他


52,581千円（0.5％）
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資料２-２　年度別当初予算比較（歳入）
（単位　千円）


予算額 対前年度伸び率 予算額 対前年度伸び率


①国民健康保険税 2,668,118 2,463,560 -7.67% 2,587,122 5.02%


②県支出金 7,493,650 6,807,834 -9.15% 6,784,003 -0.35%


③繰入金 1,281,414 1,103,588 -13.88% 1,233,397 11.76%


④その他 153,627 181,922 18.42% 152,114 -16.39%


合計 11,596,809 10,556,904 -8.97% 10,756,636 1.89%


※グラフ内の％は構成比


令和２年度 令和３年度
令和元年度
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(千円) 年度別当初予算比較（歳入）


①国民健康保険税


②県支出金


③繰入金


④その他


①23.1％


①23.4％


②64.6％


②62.8％


③10.5％
③12.8％


④1.6％
⑥1.3％


①23.0％


②64.6％


③11.1％


④1.3％
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資料２-２　年度別当初予算比較（歳出）
（単位　千円）


令和元年度


予算額 予算額 対前年度伸び率 予算額 対前年度伸び率


①保険給付費 7,449,294 6,723,028 -9.75% 6,710,438 -0.19%


②国民健康保険事業費納付金 3,836,979 3,485,272 － 3,705,053 6.31%


③保健事業費 200,796 195,771 -2.50% 186,586 -4.69%


④その他 109,740 152,833 39.27% 154,559 1.13%


合計 11,596,809 10,556,904 -8.97% 10,756,636 1.89%


※グラフ内の％は構成比


令和２年度 令和３年度
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(千円) 年度別当初予算比較（歳出）


①保険給付費


②国民健康保険事業費納付金


③保健事業費


④その他


①64.2％
①62.6％


②34.2％


③1.7％
④0.9％④1.6％


③1.6％


②33.1％


①64.2％


②32.9％


③1.9％


④1.1％
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令令和和３３年年度度戸戸田田市市国国民民健健康康保保険険特特別別会会計計予予算算  


令令和和３３年年度度戸戸田田市市のの国国民民健健康康保保険険特特別別会会計計のの予予算算はは、、次次にに定定めめるるととこころろにによよるる。。  


    （（歳歳入入歳歳出出予予算算））  


  第第１１条条  歳歳入入歳歳出出予予算算のの総総額額はは、、歳歳入入歳歳出出そそれれぞぞれれ１１００，，７７５５６６，，６６３３６６千千円円とと定定めめるる。。  


  ２２  歳歳入入歳歳出出予予算算のの款款項項のの区区分分及及びび当当該該区区分分ごごととのの金金額額はは、、「「第第１１表表  歳歳入入歳歳出出予予算算」」にによよるる。。  


  （（債債務務負負担担行行為為））  


  第第２２条条  地地方方自自治治法法（（昭昭和和２２２２年年法法律律第第６６７７号号））第第２２１１４４条条のの規規定定にによよりり債債務務をを負負担担すするる行行為為ををすするるここととががででききるる事事項項、、期期間間及及びび限限度度額額はは、、  


「「第第２２表表  債債務務負負担担行行為為」」にによよるる。。  


  （（歳歳出出予予算算のの流流用用））  


  第第３３条条  地地方方自自治治法法第第２２２２００条条第第２２項項たただだしし書書のの規規定定にによよりり歳歳出出予予算算のの各各項項のの経経費費のの金金額額をを流流用用すするるここととががででききるる場場合合はは、、次次ののととおおりりとと定定めめるる。。  


（（１１））保保険険給給付付費費のの各各項項にに計計上上さされれたた予予算算額額にに過過不不足足をを生生じじたた場場合合ににおおけけるる款款内内ででののここれれららのの経経費費のの各各項項のの間間のの流流用用。。


  令令和和３３年年２２月月２２２２日日提提出出  


  戸戸田田市市長長  菅菅  原原  文文  仁仁  


議案第　　号
※議案番号は現在調整中のため未記入
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所属名：福祉部 保険年金課


案件名 戸田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（案）


1 課税限度額の引き上げ


　国民健康保険の被保険者間の保険税負担の公平性の確保及び中間所得層の保険税負担の軽減を図る
こと、また戸田市国民健康保険の健全な運営を目的として、現在の法定限度額に合わせて、戸田市国
民健康保険税の課税限度額の引き上げを行う。
　医療分６１万円→６３万円、介護分１６万円→１７万円


２　個人所得課税の見直しを踏まえた国民健康保険税の見直し


　令和３年１月１日施行の個人所得課税の見直し（給与所得控除や公的年金等控除から基礎控除への
１０万円の振替等）に伴い、国民健康保険税の負担水準に関して意図せざる影響や不利益が生じない
よう、軽減判定基準の見直しを行う。
　国民健康保険税の減額の対象となる所得の基準について、軽減判定所得の算定において基礎控除額
相当分の基準額を４３万円（現行：３３万円）に引き上げるとともに、被保険者のうち一定の給与所
得者と公的年金等の支給を受ける者の数の合計数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加
える。


３　低未利用土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に係る課税の特例の創設


　土地基本法等の一部改正により低未利用地（いわゆる空き地、空き家、空き店舗等）の活性促進の
施策としてこれらの土地等を譲渡した場合一定の要件に該当すれば特別控除が受けられる特例措置が
創設されました。このことに伴い、この長期譲渡所得等を国民健康保険税の算定の際も特別控除後の
金額で算定するために該当の条項を追加する。


　【１及び２については、別添１税制改正資料参照】


１、２、３いずれも国の税制改正によるものであり、令和３年度分以後の国民健康保険税について適
用するため、賦課期日である令和３年４月１日までに改正する必要があるため、標記議会に提案する
ものである。


・標記議会に提案しなければならない理由を記載してください。


資料３－１　条例案件用


令和３年３月戸田市議会　提出案件概要書


①主な内容


・法令改正に伴う制定改廃の場合は、その旨に言及してください。


②提案理由


・条例の制定改廃に伴う変更点を記載してください。
（必要に応じて別添資料を添付し、内容を分かりやすく説明してください。）


１、２、３いずれも法改正に合わせた改正である。


1







　戸田市国民健康保険税施行規則　低所得者軽減制度について、納税通知書の各様式（裏面）にある
説明の内容を今回の改正内容に合わせたものに改正する。


・さいたま市　１、２、３の内容について改正条例を令和３年２月議会に提案


・蕨市　　　　２、３の内容について改正条例を令和３年３月議会に提案


・川口市　　　２、３の内容については令和２年１２月議会に、１の内容については令和３年３月議
会に改正条例を提案


　別添２　課税限度額引き上げに伴う影響　参照


⑤関連規則等の制定改廃予定


・制定改廃が必要な規則等の名称と改正内容を記載してください。


・市民等への影響、効果等を記載してください。
　（必要に応じて別添資料を添付し、内容を分かりやすく説明してください。）


未実施


③近隣市の状況


・他自治体（原則として県内）の状況を記載してください。


④条例の制定改廃に伴う市民等への影響、効果等


・パブリック・コメントを実施した場合は、その旨に言及してください。
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戸田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（案） 


戸田市国民健康保険税条例（昭和３８年条例第３８号）の一部を次のように


改正する。 


第２条第２項ただし書中「６１万円」を「６３万円」に改め、同条第４項た


だし書中「１６万円」を「１７万円」に改める。 


第２１条中「６１万円」を「６３万円」に、「１６万円」を「１７万円」に


改め、同条第１号中「３３万円」を「４３万円（納税義務者並びにその世帯に


属する被保険者及び特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条第８号の規定


により被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を喪失した日の前日以


後継続して同一の世帯に属するものをいう。以下同じ。）のうち給与所得を有


する者（前年中に法第７０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税法（昭


和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得について同条第３


項に規定する給与所得控除額の控除を受けた者（同条第１項に規定する給与等


の収入金額が５５万円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）


の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７０３条の５に規定


する総所得金額に係る所得税法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所


得について同条第４項に規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６


５歳未満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６０万円を超える者に限


り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年金等の収入金額が１１０万円を


超える者に限る。）をいい、給与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以


下この条において「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっては、


４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金


額を加算した金額）」に改め、同条第２号中「３３万円」を「４３万円（納税


義務者並びにその世帯に属する被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所


得者等の数が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の数から


１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）」に改め、「（国


民健康保険法第６条第８号の規定により被保険者の資格を喪失した者であって、


当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属するものをいう。以


下同じ。）」を削り、同条第３号中「３３万円」を「４３万円（納税義務者並


びにその世帯に属する被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の


数が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じ


た数に１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）」に改める。 
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 附則第２項中「所得税法（昭和４０年法律第３３号）」を「所得税法」に、


「総所得金額」」を「総所得金額及び山林所得金額」」に、「、「法」を「「法」


に、「によるものとする。）」を「とする。）及び山林所得金額」と、「１１


０万円」とあるのは「１２５万円」に改め、附則第４項及び第５項中「第３５


条の２第１項」の次に「、第３５条の３第１項」を加える。 


附 則 


 （施行期日） 


１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 


 （適用区分） 


２ 改正後の戸田市国民健康保険税条例の規定は、令和３年度以後の年度分の


国民健康保険税について適用し、令和２年度分までの国民健康保険税につい


ては、なお従前の例による。 
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議案第  号参考資料 


戸田市国民健康保険税条例新旧対照表 


令和３年２月２２日 


福祉部保険年金課  


改正前 改正後(案） 


第１条 （略） 第１条 （略） 


（課税額） （課税額） 


第２条 （略） 第２条 （略） 


２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を


除く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき


算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額とする。ただ


し、当該合算額が６１万円を超える場合においては、基礎課税


額は、６１万円とする。 


２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を


除く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき


算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額とする。ただ


し、当該合算額が６３万円を超える場合においては、基礎課税


額は、６３万円とする。 


３ （略） ３ （略） 


４ 第１項第３号の介護納付金課税額は、介護納付金課税被保険


者である世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及びその世帯


に属する介護納付金課税被保険者につき算定した所得割額並び


に被保険者均等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が１


６万円を超える場合においては、介護納付金課税額は、１６万


円とする。 


４ 第１項第３号の介護納付金課税額は、介護納付金課税被保険


者である世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及びその世帯


に属する介護納付金課税被保険者につき算定した所得割額並び


に被保険者均等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が１


７万円を超える場合においては、介護納付金課税額は、１７万


円とする。 
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改正前 改正後(案） 


第３条～第２０条 （略） 第３条～第２０条 （略） 


（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 


第２１条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義


務者に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文


の基礎課税額からアに掲げる額を減額して得た額（当該減額し


て得た額が６１万円を超える場合には、６１万円）、同条第３


項本文の後期高齢者支援金等課税額からイに掲げる額を減額し


て得た額（当該減額して得た額が１９万円を超える場合には、


１９万円）及び同条第４項本文の介護納付金課税額からウに掲


げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が１６万円を超


える場合には、１６万円）の合算額とする。 


第２１条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義


務者に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文


の基礎課税額からアに掲げる額を減額して得た額（当該減額し


て得た額が６３万円を超える場合には、６３万円）、同条第３


項本文の後期高齢者支援金等課税額からイに掲げる額を減額し


て得た額（当該減額して得た額が１９万円を超える場合には、


１９万円）及び同条第４項本文の介護納付金課税額からウに掲


げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が１７万円を超


える場合には、１７万円）の合算額とする。 


(1) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、３３万円を超えない世帯に係る納税義務者 


 


 


(1) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条


第８号の規定により被保険者の資格を喪失した者であって、


当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属す


るものをいう。以下同じ。）のうち給与所得を有する者（前


年中に法第７０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税


法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給


与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除
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改正前 改正後(案） 


を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５


万円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）


の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７


０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第


３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項に


規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６５歳未


満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６０万円を超


える者に限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年金


等の収入金額が１１０万円を超える者に限る。）をいい、給


与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下この条にお


いて「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっ


ては、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に


１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世帯


に係る納税義務者 


ア～ウ （略） ア～ウ （略） 


(2) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、３３万円に被保険者及び特定同一世帯所属者


（国民健康保険法第６条第８号の規定により被保険者の資格


を喪失した者であって、当該資格を喪失した日の前日以後継


続して同一の世帯に属するものをいう。以下同じ。）１人に


(2) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数


が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の


数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した
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改正前 改正後(案） 


つき２８５，０００円を加算した金額を超えない世帯に係る


納税義務者（前号に該当する者を除く。） 


金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき２８５，


０００円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者


（前号に該当する者を除く。） 


ア～ウ （略） ア～ウ （略） 


(3) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、３３万円に被保険者及び特定同一世帯所属者


１人につき５２万円を加算した金額を超えない世帯に係る納


税義務者（前２号に該当する者を除く。） 


(3) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金


額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属す


る国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給


与所得者等の数が２以上の場合にあっては、４３万円に当該


給与所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た


金額を加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１


人につき５２万円を加算した金額を超えない世帯に係る納税


義務者（前２号に該当する者を除く。） 


ア～ウ （略） ア～ウ （略） 


第２２条～第２６条 （略） 第２２条～第２６条 （略） 


附 則 附 則 


（施行期日） （施行期日） 


１ （略） １ （略） 


（公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特例） （公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 


２ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保 ２ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保
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改正前 改正後(案） 


険者若しくは特定同一世帯所属者が、前年中に所得税法（昭和


４０年法律第３３号）第３５条第３項に規定する公的年金等に


係る所得について同条第４項に規定する公的年金等控除額（年


齢６５歳以上である者に係るものに限る。）の控除を受けた場


合における第２１条の規定の適用については、同条中「法第７


０３条の５に規定する総所得金額」とあるのは、「法第７０３


条の５に規定する総所得金額（所得税法第３５条第３項に規定


する公的年金等に係る所得については、同条第２項第１号の規


定によって計算した金額から１５万円を控除した金額によるも


のとする。）」とする。 


険者若しくは特定同一世帯所属者が、前年中に所得税法第３５


条第３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項


に規定する公的年金等控除額（年齢６５歳以上である者に係る


ものに限る。）の控除を受けた場合における第２１条の規定の


適用については、同条中「法第７０３条の５に規定する総所得


金額及び山林所得金額」とあるのは「法第７０３条の５に規定


する総所得金額（所得税法第３５条第３項に規定する公的年金


等に係る所得については、同条第２項第１号の規定によって計


算した金額から１５万円を控除した金額とする。）及び山林所


得金額」と、「１１０万円」とあるのは「１２５万円」とする。 


３ （略） ３ （略） 


（長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例） （長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 


４ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しく


は特定同一世帯所属者が法附則第３４条第４項の譲渡所得を有


する場合における第３条、第５条、第７条及び第２１条の規定


の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額の合計


額から同条第２項」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附


則第３４条第４項に規定する長期譲渡所得の金額（租税特別措


置法（昭和３２年法律第２６号）第３３条の４第１項若しくは


第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４条の３


４ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しく


は特定同一世帯所属者が法附則第３４条第４項の譲渡所得を有


する場合における第３条、第５条、第７条及び第２１条の規定


の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額の合計


額から同条第２項」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附


則第３４条第４項に規定する長期譲渡所得の金額（租税特別措


置法（昭和３２年法律第２６号）第３３条の４第１項若しくは


第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４条の３
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改正前 改正後(案） 


第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項又は第３６条の


規定に該当する場合には、これらの規定の適用により同法第３


１条第１項に規定する長期譲渡所得の金額から控除する金額を


控除した金額。以下この項において「控除後の長期譲渡所得の


金額」という。）の合計額から法第３１４条の２第２項」と、


「及び山林所得金額の合計額（」とあるのは「及び山林所得金


額並びに控除後の長期譲渡所得の金額の合計額（」と、同条第


２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金


額又は法附則第３４条第４項に規定する長期譲渡所得の金額」


と、第２１条中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所


得金額並びに法附則第３４条第４項に規定する長期譲渡所得の


金額」とする。 


第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項、第３５条の３


第１項又は第３６条の規定に該当する場合には、これらの規定


の適用により同法第３１条第１項に規定する長期譲渡所得の金


額から控除する金額を控除した金額。以下この項において「控


除後の長期譲渡所得の金額」という。）の合計額から法第３１


４条の２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とある


のは「及び山林所得金額並びに控除後の長期譲渡所得の金額の


合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは


「若しくは山林所得金額又は法附則第３４条第４項に規定する


長期譲渡所得の金額」と、第２１条中「及び山林所得金額」と


あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３４条第４項に規


定する長期譲渡所得の金額」とする。 


（短期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例） （短期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 


５ 前項の規定は、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の


被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附則第３５条第５項


の譲渡所得を有する場合について準用する。この場合において、


前項中「法附則第３４条第４項」とあるのは「法附則第３５条


第５項」と、「長期譲渡所得の金額」とあるのは「短期譲渡所


得の金額」と、「、第３５条の２第１項又は第３６条」とある


のは「又は第３６条」と、「第３１条第１項」とあるのは「第


５ 前項の規定は、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の


被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附則第３５条第５項


の譲渡所得を有する場合について準用する。この場合において、


前項中「法附則第３４条第４項」とあるのは「法附則第３５条


第５項」と、「長期譲渡所得の金額」とあるのは「短期譲渡所


得の金額」と、「、第３５条の２第１項、第３５条の３第１項


又は第３６条」とあるのは「又は第３６条」と、「第３１条第
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改正前 改正後(案） 


３２条第１項」と読み替えるものとする。 １項」とあるのは「第３２条第１項」と読み替えるものとする。 


６～１７ （略） ６～１７ （略） 


 附 則 


 （施行期日） 


１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 


 （適用区分） 


２ 改正後の戸田市国民健康保険税条例の規定は、令和３年度以


後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和２年度分ま


での国民健康保険税については、なお従前の例による。 


 







Ⅰ 国⺠健康保険税の基礎課税額に係る課税限度額を63万円（現⾏︓61万円）に、介護納付⾦
課税額に係る課税限度額を17万円（現⾏︓16万円）に引き上げる。


Ⅱ 国⺠健康保険税の減額の対象となる所得の基準について、次のとおりとする。
① ５割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において被保険者の数に乗ずべき⾦額を
28.5万円（現⾏︓28万円）に引き上げる。


② ２割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において被保険者の数に乗ずべき⾦額を
52万円（現⾏︓51万円）に引き上げる。


Ⅰ 国⺠健康保険税の基礎課税額に係る課税限度額を63万円（現⾏︓61万円）に、介護納付⾦
課税額に係る課税限度額を17万円（現⾏︓16万円）に引き上げる。


Ⅱ 国⺠健康保険税の減額の対象となる所得の基準について、次のとおりとする。
① ５割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において被保険者の数に乗ずべき⾦額を
28.5万円（現⾏︓28万円）に引き上げる。


② ２割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において被保険者の数に乗ずべき⾦額を
52万円（現⾏︓51万円）に引き上げる。


１．大綱の概要


２．制度の内容


現行


【現行】 軽減判定所得
７割軽減基準額＝基礎控除額(33万円)
５割軽減基準額＝基礎控除額(33万円)＋28万円×(被保険者数＊)
２割軽減基準額＝基礎控除額(33万円)＋51万円×(被保険者数＊)


７割
軽減


５割 応益分（約50％）


応能分（約50％）


２割 ７割
軽減


５割 ２割


Ⅱ 経済動向等を踏まえ、
軽減判定所得を見直し


【現行】課税限度額


基礎課税額：61万円
後期高齢者支援金等課税額：19万円
介護納付金課税額：16万円


中間所得層の被保険者の負担に配慮した
国民健康保険税の見直しが可能となる。


保険税額


所得額 所得額


保険税額


① ②


【改正後】課税限度額
基礎課税額：63万円
後期高齢者支援金等課税額：19万円
介護納付金課税額：17万円


改正後


【改正後】 軽減判定所得
７割軽減基準額＝基礎控除額(33万円)
５割軽減基準額＝基礎控除額(33万円)＋28.5万円×(被保険者数＊)
２割軽減基準額＝基礎控除額(33万円)＋52万円×(被保険者数＊)


国⺠健康保険税の課税限度額の⾒直し及び低所得者に係る国⺠健康保険税の軽減判定所得の⾒直し
（国⺠健康保険税）


＊被保険者数には、同じ世帯の中で国民健康保険の被保険者から後期高齢者医療の被保険者に移行した者を含む。


Ⅰ課税限度額の見直し


1
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個⼈所得課税の⾒直しを踏まえた国⺠健康保険税の⾒直し
（国⺠健康保険税）


国⺠健康保険税の減額の対象となる所得の基準について、
軽減判定所得の算定において基礎控除額相当分の基準額を43万円（現⾏︓33万円）に引き


上げるとともに、被保険者のうち⼀定の給与所得者と公的年⾦等の⽀給を受ける者の数の合
計数から１を減じた数に10万円を乗じて得た⾦額を加える。


（注）上記の改正は、令和３年度分以後の国⺠健康保険税について適用する。


国⺠健康保険税の減額の対象となる所得の基準について、
軽減判定所得の算定において基礎控除額相当分の基準額を43万円（現⾏︓33万円）に引き


上げるとともに、被保険者のうち⼀定の給与所得者と公的年⾦等の⽀給を受ける者の数の合
計数から１を減じた数に10万円を乗じて得た⾦額を加える。


（注）上記の改正は、令和３年度分以後の国⺠健康保険税について適用する。


１．大綱の概要


２．制度の内容


現行


【現行】 軽減判定所得
７割軽減基準額：基礎控除額(33万円)


５割軽減基準額＝基礎控除額(33万円)＋28.5万円×(被保険者数（※２）)


２割軽減基準額＝基礎控除額(33万円)＋52万円×(被保険者数（※２）)


改正後


【改正後】 軽減判定所得
７割軽減基準額＝基礎控除額(43万円)


＋ 10万円×(給与所得者等の数 －１)
５割軽減基準額＝基礎控除額(43万円)＋28.5万円×(被保険者数（※２）)


＋ 10万円×(給与所得者等の数 －１)
２割軽減基準額＝基礎控除額(43万円)＋52万円×(被保険者数（※２）)


＋ 10万円×(給与所得者等の数 －１)


〇 令和３年１⽉１⽇施⾏の個⼈所得課税の⾒直し（給与所得控除や公的年⾦等控除から基礎控除へ10万円の振
替等）に伴い、国⺠健康保険税の負担⽔準に関して意図せざる影響や不利益が⽣じないようにする必要がある。


〇 一定の給与所得者等（※１）が２⼈以上いる世帯は、当該⾒直し後においては国⺠健康保険税の軽減措置に該
当しにくくなることから、その影響を遮断するため、次のとおり軽減判定基準の⾒直しを⾏う。


※１ 一定の給与所得者と公的年⾦等の⽀給を受ける者
※２ 同じ世帯の中で国⺠健康保険の被保険者から後期⾼齢者医療の被保険者に移⾏した者を含む。


（注）５割軽減基準額における28.5万円及び２割軽減基準額における52万円については、「国⺠健康保険税の課税限度額の⾒直し及び低所得者に係る
国⺠健康保険税の軽減判定所得の⾒直し」による⾒直し後の⾦額


2







【限度額引き上げに伴う影響について】


475世帯 390,155,007円 2,057,323,937円 451世帯 380,918,605円 2,066,560,339円 2万円の増額 451世帯


123世帯 22,515,176円 230,609,901円 107世帯 21,382,056円 231,743,021円 1万円の増額 107世帯


10,369,522円 調定額増


介護分 （R3年度－R2年度）


1万円未満の増額 16世帯
1,133,120円


介護分　　限度額：16万円 介護分　　限度額：17万円


限度超過
世帯数


限度超過額 調定額
限度超過
世帯数


限度超過額 調定額


令和２年度（現行） 令和３年度（改正後）


医療分　　限度額：61万円 医療分　　限度額：63万円


限度超過
世帯数


限度超過額 調定額
限度超過
世帯数


限度超過額 調定額 2万円未満の増額 54世帯


（令和２年度国民健康保険税課税データ使用）


調定額


9,236,402円


（R3年度－R2年度）


影響世帯数


医療分


1
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【限度額引き上げの具体例】


◎4人世帯（介護該当2人）で世帯の総所得が1000万円の場合


均等割 所得割 合計 均等割額 所得割額 合計


20,000円 8.00% 20,000円 8.00%


80,000円 773,600円 853,600円 80,000円 773,600円 853,600円


610,000円 630,000円


均等割 所得割 合計 均等割額 所得割額 合計


9,500円 1.60% 9,500円 1.60%


38,000円 154,720円 192,720円 38,000円 154,720円 192,720円


190,000円 190,000円


均等割 所得割 合計 均等割額 所得割額 合計


12,500円 1.42% 12,500円 1.42%


25,000円 137,314円 162,314円 25,000円 137,314円 162,314円


160,000円 162,300円


960,000円 982,300円 22,300円 増


20,000円


0円


2,300円


後期分：19万円 後期分：19万円（据え置き）


世帯課税限度額 世帯課税限度額


令和2年度年間税額 令和3年度年間税額


増減（R3年度－R2年度）


世帯課税限度額 世帯課税限度額


世帯課税限度額 世帯課税限度額


令和2年度（現行） 令和3年度（改正後）


医療分：61万円 医療分：63万円（2万円増）


介護分：16万円 介護分：17万円（1万円増）


2
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戸田市国民健康保険任意事業見直し(案)について 
 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


令和３年２月９日 


 







資料４－１ 


※見直し案１-①～③、２-①～③、３-①～②は、これまでの審議の経緯から事務局が


参考案をまとめたものです。各委員において、お考えに近いものをお選び頂く、または、


ご意見ご提案を回答欄にご記入頂きますようお願いします。 


 


任意（法定以外）の健康増進事業の見直し案について 


 


１．人間ドック補助の見直し案 


 補助額 実施医療機関 
利用者の費用負担 


見直し案１－① 


 


（現行のとおり 


 変更なし） 


 


２万５千円 


 


 


市内の６契約医療機関 


人間ドック総費用から補


助額 25000 円を差し引


いた額を医療機関窓口で


支払い 


見直し案１－② 


 


（住民異動が頻繁


な隣接 3 市の平均


補助額に合わせる） 


 


１万３千円 


 


 


市内の６契約医療機関 


人間ドック総費用から補


助額 13000 円を差し引


いた額を医療機関窓口で


支払い 


見直し案１－③ 


（6 契約医療機関


以外の市内の実施


医療機関や、勤務


先付近等の市外機


関を利用した場合


も補助対象とでき


るよう対象を拡充） 


１万３千円 


（人間ドック費用が 


1 万 3 千円を下回る


場合は支払い額を限


度とする） 


全国の人間ドック実施 


医療機関（特定健診項目を


満たす場合のみ） 
（利用者の費用負担に配慮


し、利用者自身が実施機関


を選択可能とする） 


人間ドック実施医療機関


窓口で費用を全額支払


い後、市へ補助申請 


（現行の脳ドック補助制


度と同様の償還払いの助


成とする） 


（参考） 


現行制度において、6医療機関の人間ドック費用は、33,000 円～46,200円であり、 


補助額２５０００円を差し引いた後の利用者の窓口負担額は、8,000 円～ 


21,200 円となっている。 


特定健診の検査料は概ね 1万円程度である。 
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２．脳ドック補助の見直し案 


 補助額 実施医療機関 利用者の費用


負担 


見直し案２－① 


 


（現行のとおり 


 変更なし） 


５万円を上限


に、費用の 7 割 


全国の脳ドック実施医療


機関 


 


脳ドック費用全額を医療


機関窓口で支払いした


後、市へ補助申請 


見直し案２－② 


 


 


１万３千円 


（人間ドック補助を利


用した年度は申請不


可・3 年度に 1 回） 


全国の脳ドック実施医療


機関 


 


脳ドック費用全額を医療


機関窓口で支払いした


後、市へ補助申請 


見直し案２－③ 


（利用実績が限定


的であること、県内


市町村の実施状況


等を踏まえて廃止


とする） 


 


廃止 


  


 


    ― 


 


  ― 


（参考）令和 2 年度第 3 回国保運協資料の振り返り 


３． 近隣市の状況 


                                 


さいたま市  脳ドック：実施なし 


川 口 市  脳ドック：実施なし 


蕨   市  脳ドック：25,000 円 


４． 課題点 


・脳ドックについては、特定健診や人間ドックと異なり、検査結果による 


指導を行うことはないため、市が結果を把握し、被保険者の継続的な健 


康増進に繋げることが難しい。 


・脳ドックについては、申請者が被保険者全体の 0.5％に留まる。高額な 


費用負担があり、利用が限定的である。（一部の被保険者のみの利用が 


続いている状況である） 
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３．保養施設宿泊利用助成の見直し案 


 助成の内容 保養施設 


見直し案３－① 


（現行のとおり 


 変更なし） 


大人 1 泊 3000 円 


子供 1 泊 2000 円 


（年度 2 泊まで） 


埼玉県国保連合会の提携先


保養施設 


 


見直し案３－② 
廃止      ― 


（参考）令和 2 年度第 3 回国保運協資料の振り返り 


２． 利用状況 


保養施設宿泊利用費助成利用状況 


項目 H29年度 H30年度 R1年度 


利用数 174人 146人 92人 


決算額 463,000円 451,000円 243,000円 


※  毎年、利用数減少が続いている。 


 


３． 近隣市の状況 


  近隣市助成事業実施状況                                


さいたま市 助成事業実施なし 


川 口 市 助成事業実施なし 


草 加 市 助成事業実施なし（平成 19年度に廃止） 


入 間 市 助成事業実施なし（令和元年度に廃止） 


蕨   市 助成事業実施あり（戸田市と同様の内容） 


 


４． 課題点 


①利用は、対前年 3 割の減少が毎年続いている。 


②被保険者への健康増進への効果が不透明との意見を頂いた。 
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令和３年度戸田市国民健康保険事業運営方針及び事業計画 


 


◎事業運営方針 


 


 国民健康保険制度は、国民皆保険制度のうち地域保険部分を担い、地域住民の医療を


確保し健康を保持増進するうえで、重要な役割を果たしています。国民健康保険では、


高齢化や医療の高度化により一人当たり医療費が増加傾向にあり、また、職域保険など


の状況と比較して医療サービスの利用頻度が高く、その一方で、財政基盤がぜい弱であ


るという構造上の課題を抱えています。このことから、戸田市の国民健康保険財政にお


いても、慢性的な歳入不足が生じており、一般会計から法定外の繰り入れを行うなど、


大変厳しい財政運営が続いています。 


 


 平成３０年度から国民健康保険の都道府県化（広域化）が行われており、各自治体は


県に納付金を納め、県は各自治体に医療費の支払いの原資となる交付金を交付する仕組


みとなりました。これにより、医療費支払いにおける財政安定化が図られましたが、本


市においては、国保加入者の所得水準が県内標準より高いことから納付金の負担が大き


く、厳しい財政状況が続いています。 


 


 このため、歳出要因と歳入要因、両面の課題に向き合いながら、国民健康保険の財政


運営を行っていく必要があり、今年度の事業運営は、被保険者の医療を安定的に確保す


るため、歳出の抑制と歳入の確保に配慮し、持続可能な国民健康保険運営を図ります。 


  


 歳出の抑制対策については、医療費において生活習慣病やそれらが重症化した疾病の


医療費が大きいことから、保健事業の促進に努めます。 


 保健事業の柱としては、４０歳以上の被保険者を対象者とした特定健康診査・特定保


健指導について積極的に周知し、健診受診率及び指導実施率の向上を図ります。 


 また、保健事業実施計画（データヘルス計画）に基づき、糖尿病性腎症重症化予防事


業、重複・頻回受診者への保健指導事業を実施し、被保険者の健康増進及び医療費抑制


を推進します。 


 また、医療費の適正化として、資格の適用適正化やレセプト等の点検の充実強化を図


るとともに、ジェネリック医薬品利用差額通知等を実施します。 


 


 歳入の確保については、国民健康保険加入時の口座振替促進など、収納率向上を図る


とともに、国民健康保険税算定や軽減適用の正確性を確保するため、適正な所得把握に


努めます。また、「赤字削減・解消計画」の進捗管理を適切に行いながら、令和４年度


以降の国民健康保険の運営や国民健康保険税の在り方について研究を進めます。 
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◎ 事業計画 


１ 受診時の利便性向上と負担適正化の取組 


 病院窓口でのオンラインでの資格確認など、病院受診における被保険者の利便性や保


険者の負担適正化を進めてまいります。 


 


２ 医療費の抑制・適正化対策事業 


（１）特定健康診査・特定保健指導（診療情報提供事業を含む） 


（２）医療費通知 


（３）レセプト（医科・調剤）点検及び資格点検 


（４）歯科レセプト・入院レセプト・柔道整復療養費支給申請書点検 


（５）ジェネリック医薬品利用差額通知 


（６）重複受診・頻回受診・重複服薬者に対する保健指導事業 


（７）糖尿病性腎症重症化予防事業 


（８）健診異常値放置者受診勧奨事業 


  （９）生活習慣病治療中断者受診勧奨事業 


 


３ 特定健康診査・特定保健指導の充実 


（１）現状・目標等 


（令和３年度の目標）※第３期戸田市国民健康保険特定健康診査等実施計画による 


   項    目    特定健康診査    特定保健指導 


 目標（受診率・実施率） ５５％ ４０％ 


  実 施 期 間 未 定 未 定 


  実 施 場 所 蕨戸田市医師会加入医療機関 戸田市福祉保健センター 


  自 己 負 担 額     無 料     無 料 


 


（２）受診率等の分析 


    別紙のとおり 


 


  （３）実施方法 


    未定 


※蕨戸田市医師会加入医療機関にて特定健診開始 


 


４ 制度啓発の推進 


（１）「国保のしおり」の発行 


（２）「広報戸田市」「戸田市ＨＰ」による特定健診の周知、医療費の状況の周知 


（３）ジェネリック医薬品希望シールの配布 


（４）イベント実施による保健事業のＰＲ 
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【参考】 


・戸田市国民健康保険加入状況 


    年度 


区分 


令和元年度当初 令和２年度当初 令和２年１２月末 


実績 前年度比 実績 前年度比 実績 前年度比 


市世帯数 65,281世帯 101.4％ 65,881 世帯 101.4% 66,805 世帯 101.4% 


市人口 139,770 人 100.6％ 140,642 人 100.6% 141,033 人 100.2% 


被


保


険


者 


世帯数 17,758世帯 96.9％ 17,397 世帯 96.9% 17,227 世帯 99.0% 


被保険者 27,129 人 95.4％ 26,227 人 95.4% 25,717 人 98.1% 


内


訳 


一般 27,107 人 95.8％ 26,227 人 95.8% 25,717 人 98.1% 


退職   22 人 17.6％ 0 人 17.6% 0 人 0% 


 


・税率等推移 


  平成 30年度 令和元年度 令和 2年度  令和 3年度  


医療分 


（Ｈ２３より


２方式） 


所 得 割 8.0％ 8.0％ 8.0％ 8.0％ 


均 等 割 20,000円 20,000円 20,000円 20,000円 


賦課限度額 540,000円 580,000円 610,000円 630,000円 


後期高齢者支


援金分 


（Ｈ２０～） 


所 得 割 1.60％ 1.60％ 1.60％ 1.60％ 


均 等 割 9,500円 9,500円 9,500円 9,500円 


賦課限度額 190,000円 190,000円 190,000円 190,000円 


介護納付金分


（Ｈ１２～） 


 


所 得 割 1.42％ 1.42％ 1.42％ 1.42％ 


均 等 割 12,500円 12,500円 12,500円 12,500円 


賦課限度額 160,000円 160,000円 160,000円 170,000円 
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（１）健診データの分析


①特定健康診査受診率


 特定健康診査受診率は、市町村平均を上回っているが、令和元年度は前年度から微減し、第三期戸田


市特定県央診査等実施計画の目標値（令和元年度目標値：５０％）には達していない。


 平成２６年度から電話での受診勧奨（業者委託）を実施している。開始年度は前年度より４．５ポイ


ント受診率が上昇したが、平成３０年度からは受診率は減少しており、受診勧奨の方法についても検


討が必要と思われる。 


【図表１】 出典：法定報告 


②年齢階級別・性別特定健康診査の受診状況


 令和元年度の受診率では、男女ともに 45～49 歳の年齢階級で最低かつ 70～74 歳の年齢階級が最


高となっている。また性別では、どの年齢階級でも女性が高くなっており、50～54 歳では 10 ポ


イント以上の差がある。


 若い被保険者が多く、加入・喪失の多い戸田市国保では、若い世代への受診への働きかけを工夫する


必要がある。また働く世代の受診率が低いことから、若いころからの受診の大切さについての広報に


力を入れるとともに、受診しやすい環境の整備について調整して進めていきたい。


【図表２】 令和元年度年齢階級別・性別受診率            出典：法定報告


市町村計 41.6％ 戸田市合計 43.8％ 


％ 
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③地区別特定健診受診率 


 全体の受診率の低下の影響により、どの地区においても受診率は低下している。 


 全地区において受診率の減少がみられることから、全体的な受診率の底上げの方法についての検討が


必要と考える。 


【図表３】地区別受診率 


 


 


 


 


 


【図表３】地区別受診率 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


（２）特定健診の取り組みの状況と効果 


特定健診の取り組み状況（経年）は下表のとおりである。 


【図表４】特定健診の取り組みの状況 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


※下戸田地区：喜沢、喜沢南、中町、下戸田、下前、川岸１・２  上戸田地区：川岸３、本町、南町、戸田公園、上戸田、大字上戸田 


 新曽地区 ：新曽南、氷川町、大字新曽            笹目地区 ：笹目北町、笹目南町、早瀬、笹目、大字下笹目 


美女木地区：美女木、美女木東、大字美女木 


 


※来年度以降は、高齢者の保健事業と介護事業の一体的実施事業の開始に伴い、地域包括ケア計画等他計画との整合を図るため、


４地区への統合を検討する。 


H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 Ｒ元年度 Ｒ2年度
形態
時期


個別健診
９月～２月


ポスター掲示


受診勧奨ハガキ


町会回覧
庁内での受診
促進イベント


（中止）


健康フェス
ティバルでの
啓発


ふるさと祭り
での啓発


（中止）


電話勧奨
（保健指導のみ実


施）


診療情報提供
事業 （本人からの提供


のみ）


特定健診再実施
４０歳代
１～２月


早期受診者へ
の粗品進呈
（抽選）


（全員に


　　　進呈）


新規受診者へ
の粗品進呈
（抽選）
連続受診者へ
の粗品進呈
（抽選）


健康に関する
教室等での受
診勧奨・啓発


予算上の
取り組み


健診項目に血
清クレアチニ
ン・尿酸を追
加


自己負担金
（800円）の
無料化
（全額公費負担）


電話勧奨業務
委託開始


実施体制
上の取り
組み


がん検診との
同時実施可能


日曜健診開始


受
診
勧
奨
の
取
り
組
み


個別健診・６月～１０月
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 令和元年度特定健診対象者に対して行った受診勧奨のうち、通知での勧奨の効果について検証した。 


 通知を送付した人のうち、１回目通知送付後に受診した人は 17.6％、２回目通知では 9.1％の人が


受診した。２回目の通知について、どの通知区分においても通知後受診の割合が低くなっている。 


 電話勧奨の効果も限定的となっていることから、来年度は、より効果的な通知となるよう、対象者の


パターン分けや通知時期の見直しを行い、対象者にあった通知内容を検討していく。 


【図表５】 通知による受診勧奨の効果 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


（３）今後の受診率向上に向けた取り組み及び対象となる交付金等 


取り組み名 対象者 内容 対象交付金等 


通知勧奨 


（委託） 
特定健診対象者 


特定健診対象者を階層化するなどし、


個別性のある通知による受診勧奨を行


う 


県繰入金 


・受診勧奨 


・２回以上の受診勧奨通知 


・タイプ別勧奨 


保険者努力支援交付金 


早期受診促


進 
特定健診対象者 


特定健診開始後約１か月を受診勧奨強


化期間と定め、啓発活動（受診券送付


物、イベント、通知勧奨等）により早


期受診を促し、早期受診者に対し、イ


ンセンティブを進呈 


県繰入金 


・制度周知 


・広報の取り組み 


継続的な受


診の促進 


特定健診受診歴のある特


定健診対象者 


継続した受診を促し、３年連続受診者


に対し、粗品を進呈 


県繰入金 


・初回受診者・継続受診者へ


の受診特典 


・タイプ別勧奨 
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新規の受診


促進 


特定健診受診歴のない


（または過去３年間にな


い）特定健診対象者 


新規（または４年以上振り）の受診を


促し、新規（または４年以上振り）受


診者に対し、粗品を進呈 


県繰入金 


・初回受診者・継続受診者へ


の受診特典 


・タイプ別勧奨 


啓発活動 
特定健診対象者 


市民全般 


広報・ホームページへの掲載、受診券


送付者へのパンフレット作製、ポスタ


ー・のぼり旗・横断幕の掲示、健康福


祉の杜まつり・健康に関する教室等に


おいて、特定健診の受診を促し、生活


習慣改善等への意識啓発を行う 


特定保健指導についても啓発する 


県繰入金 


・制度周知 


・広報の取り組み 


日曜健診 特定健診対象者 


日曜日に特定健診実施日を設けること


で、平日受診が難しい人の受診機会を


確保する 


県繰入金 


・土日祝日の実施 


がん検診と


の同時実施 
特定健診対象者 


がん検診と同時実施できる環境を整


え、受診者の利便性を高め、受診を促


進する 


保険者努力支援制度 


・がん検診との一体的実施 


診療情報提


供事業 


持病で通院中または職場


健診等を受診する特定健


診対象者 


持病での通院や職場健診等を理由に特


定健診を受診しない人の検査データを


収集し、特定健診を受診したこととみ


なす 


保険者努力支援制度（県分） 


・診療情報提供事業の実施 


県繰入金 


・診療所法提供事業の実施


（委託料） 


・検査データの提供 
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令和３年３月
戸田市福祉部保険年金課


「戸田市国民健康保険赤字削減
解消計画」の変更について


～戸田市国民健康保険運営協議会（法定諮問機関）
における審議状況～







戸田市の国民健康保険は・・・


戸田市国保の一人当たりの法定外繰入額（計画対象赤字）は、


県内平均額（７千円）の3倍以上 （詳細はP８）


①一人当たりの事業費納付金の負担が大きい （県内第２位）


※ 事業費納付金とは・・・国保広域化（H30）以降、県が国保医療費の支払いを行う。この県内医療費の財源として、


各年度市町村から県へ納付する。 （詳細はP１０）


②国民健康保険税の収納率は令和元年度決算で８８．６％（県内ワースト1位）


戸田市国保の課題


赤字を解消しなけれ
ばならないのか？


戸田市の国保運協の審議は今・・・？


２







（１）国民皆保険


【１ 国民健康保険の概要】


日本では、国民皆保険制度のもと、いずれかの「医療保険」に加入す
ることが、義務付けられている。


医療費を多く必要とするのは・・・①後期高齢者医療保険 ＞ ②国保 ＞ ③組合健保等


※ 戸田市の国保加入世帯の前年所得の構成は、
小規模事業所の従業員やアルバイト収入54.3％、 年金収入20.1％、
自営業・フリーランスの収入13.0％、 その他12.6％


０歳～ ～７４歳 ７５歳～


組合健保、協会けんぽ、共済組合、国保組合


市町村国民健康保険


後期高齢者
医療保険


加入 脱退
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（２）戸田市国民健康保険の被保険者は


【 １ 国民健康保険の概要】


国保の被保険者数は年々減少し、現在は全市民の約１８％。


①国が進めている被用者保険の資格適正化の推進


②７５歳年齢到達による後期高齢者医療保険の加入増


被保険者数等の推移（年度末時点）
H29 H30 R１


戸田市世帯数 a 64,357 65,281 66,180
戸田市人口 b 138,960 139,770 140,645


国保加入世帯数 c 18,310 17,758 17,397
国保加入世帯割合 c/a 28.45% 27.20% 26.29%
国保被保険者数 d 28,427 27,129 26,227
国保加入割合 d/b 20.46% 19.41% 18.65%


※国保連データ、戸田市統計データ


要因
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Sheet1 (2)


			被保険者数等の推移（年度末時点） ヒホケンシャ スウ トウ スイイ ネンドマツ ジテン


									H29			H30			R１


			戸田市世帯数 トダシ セタイ スウ			a			64,357			65,281			66,180


			戸田市人口 トダシ ジンコウ			b			138,960			139,770			140,645


			国保加入世帯数 コクホ カニュウ セタイスウ			c			18,310			17,758			17,397


			国保加入世帯割合 コクホ カニュウ セタイ ワリアイ			c/a			28.45%			27.20%			26.29%


			国保被保険者数 コクホ ヒホケンシャ スウ			d			28,427			27,129			26,227


			国保加入割合 コクホ カニュウ ワリアイ			d/b			20.46%			19.41%			18.65%


			６５歳未満被保数 サイ ミマン ヒ ホ スウ			e			20,922			19,443			18,548


			６５歳未満割合 サイ ミマン ワリアイ			e/d			73.60%			71.67%			70.72%


			前期高齢者数 ゼンキ コウレイシャ スウ			f：d-e			7,505			7,686			7,679


			前期高齢者割合 ゼンキ コウレイシャ ワリアイ			f/d			26.40%			28.33%			29.28%


			※国保連データ、戸田市統計データ コクホ レン トダシ トウケイ








Sheet1


			資料１　被保険者数等の推移（年度末時点） シリョウ ヒホケンシャ スウ トウ スイイ ネンドマツ ジテン


									H20			H21			H22			H23			H24			H25			H26			H27			H28			H29			H30-12月 ガツ


			全世帯数 ゼン セタイ スウ			a			54,878			56,067			56,729			57,470			57,447			58,927			60,325			61,798			63,347			64,357			64,895


			全人口 ゼン ジンコウ			b			120,973			123,166			124,429			126,097			128,345			130,751			133,319			135,776			137,788			138,960			139,604


			国保世帯数 コクホ セタイスウ			c			19,307			19,617			19,762			19,675			19,691			19,819			19,728			19,387			18,882			18,310			18,023


			国保加入世帯割合 コクホ カニュウ セタイ ワリアイ			c/a			35.18%			34.99%			34.84%			34.24%			34.28%			33.63%			32.70%			31.37%			29.81%			28.45%			27.77%


			国保被保険者数 コクホ ヒホケンシャ スウ			d			34,206			34,503			34,436			34,250			33,924			33,574			33,036			31,857			30,038			28,427			27,697


			国保加入割合 コクホ カニュウ ワリアイ			d/b			28.28%			28.01%			27.68%			27.16%			26.43%			25.68%			24.78%			23.46%			21.80%			20.46%			19.84%


			６５歳未満被保数 サイ ミマン ヒ ホ スウ			e			26,701			26,817			26,757			26,480			25,860			25,203			24,538			23,378			21,681


			６５歳未満割合 サイ ミマン ワリアイ			e/d			78.06%			77.72%			77.70%			77.31%			76.23%			75.07%			74.28%			73.38%			72.18%


			前期高齢者数 ゼンキ コウレイシャ スウ			f：d-e			7,505			7,686			7,679			7,770			8,064			8,371			8,498			8,479			8,357


			前期高齢者割合 ゼンキ コウレイシャ ワリアイ			f/d			21.94%			22.28%			22.30%			22.69%			23.77%			24.93%			25.72%			26.62%			27.82%


			※国保連データ、戸田市統計データ コクホ レン トダシ トウケイ












（３）戸田市の任意（法定外）健康増進事業


【１ 国民健康保険の概要】


事業名 金額 事業内容


人間ドック検診費用
補助


２５，０００円
３５歳以上で国保税の滞納がない人が、指定の６
医療機関で人間ドックを受ける場合に補助
（事前申請・１年度に１回）


脳ドック検診費用
補助


検診費用の７割
（上限 ５０，０００円）


４０歳以上で国保税の滞納がない人が、脳ドック
を受ける場合に補助（事前申請・３年度に１回）


保養施設宿泊
利用費助成事業


大人１泊につき ３，０００円
子ども１泊につき ２，０００円


埼玉県国民健康保険団体連合会が指定した保養
施設を利用する場合に、宿泊料金の一部を助成
する
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（１）国保財政運営の責任主体は県、制度運営は市と県が協力して


【２ 年度毎の事業費納付金と税率の決定の仕組み】


各市町村国保から事業費納付金を県に納付し、保険医療費を県が普通交付金とし


て負担する仕組み。


県が市町村ごとに決定した国保
事業費納付金を市町村が納付


＜平成３０年３月まで＞


市町村が個別に運営


２千万円を超える新薬の保険適
用等、医療の高度化が進展し、
各市町村国保が財政破綻する
おそれが・・・


＜平成３０年４月から＞


市町村と県が協力して市町村国保を運営


将来に向けて、持続可能な市町村国保制度へ…


市町村


市町村


市町村


市町村


市町村


県


運営方針の策定
（県内統一的方針）


保険給付に必要な費用を
各市町村に支払う
（交付金の交付）
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（２）国民健康保険税が決定するまでの流れ


① 保険給付に必要な費用を埼玉県全体で推計


② 県は、医療費水準をベースに、所得水準や前期高齢者の割合によ
る調整を行い、市町村ごとの事業費納付金を決定。


③ 市町村は、割り当てられた納付金をもとに、税率を決定する。


【２ 年度毎の事業費納付金と税率の決定の仕組み】


保険給付費等
（都道府県全体）


都道府県向け公費


国保事業費納付金


他の保険
からの
交付金


市区町村
向け公費


市区町村
向け公費


市区町村
向け公費


保険料


保険料


保険料


※ 戸田市は、所得水準が高い、 高齢者の率が低いことから、
一人当たり事業費納付金の負担が大きい
（R2年度県内第2位）


＜都道府県国保＞ ＜各市町村国保＞


（
Ａ
市
）


（
Ｂ
市
）


（
Ｃ
市
）


（
歳
出
）


（
歳
入
）
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（１）戸田市国保の赤字額の推移


【３ 戸田市国民健康保険の赤字は】


国保財政の赤字を補填するため、一般会計からの法定外繰入を続け
ている。
この赤字を解消することができれば、現在の法定外繰入の額（約7億


円）を、市全体の政策的な施策（例えば、新型コロナ緊急対策経費など）
に振り向けることが可能となる。


県内平均額（約7千円）の３倍を超えてしまっている
戸田市国保の一人当繰入額は２６，３１０円 （県内第2位）


H29 H30 R1
（決算額） （累積繰越額清算前） （決算額）


法定外繰入金総額 約１７億円 約１０億円 約７億円
平均被保険者数 28,427人 27,129人 26,227人
一人当繰入金額 60,691円 38,800円 26,310円
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（２）なぜ、赤字が発生するのか


【 ３ 戸田市国民健康保険の赤字は】


戸田市の特性として、県へ納める事業費納付金が
高い傾向にある


県が示す標準保険税率と戸田市の現行税率との乖離
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【 ３ 戸田市国民健康保険の赤字は】


事業費納付金が高い傾向にある理由


・事業費納付金は、各市町村の医療費水準をベースとして


所得水準や高齢者の割合による調整のうえ、県が各市町村へ割り当て。


前期高齢者の医療費は県内第７位であるも、被保険者全体では県内平均を下回る。


一人当たり所得が高い（県内第３位） （平成29年度埼玉県市町村民経済計算）


被保険者の高齢者割合が低い（被保険者の平均年齢が低い）


＜戸田市の医療費水準＞


＜戸田市の所得水準と高齢者割合＞
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【 ３ 戸田市国民健康保険の赤字は 】


標準保険税率と戸田市の現行税率との乖離


標準保険税率：県が算出した、市町村毎に異なる各年度の「事業費
納付金」を負担するために必要となる国保税率


均等割では、年間一人当たり19,119円の乖離がある。
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所得割 均等割 所得割 均等割
医療分 9.04% 23,960円 8.00% 20,000円
支援金分 2.35% 14,692円 1.60% 9,500円
介護分 2.42% 22,467円 1.42% 12,500円
合計 13.81% 61,119円 11.02% 42,000円


R３年度標準保険税率 戸田市税率





Sheet1


			歳入決算額の推移 サイニュウ ケッサン ガク スイイ


									Ｈ２９			Ｈ３０			R１


			国保被保険者数 コクホ ヒホケンシャ スウ			a			28,427			34,503			34,436												H29			H30			R1


			歳入決算総額 サイニュウ ケッサン ソウ ガク			b			14,734,464			10,772,260			10,620,395												（決算額）			（累積繰越額清算前）			（決算額）


			保険税歳入決算額 ホケン ゼイ サイニュウ ケッサン ガク			c			2,512,740			3,120,702			3,004,894									法定外繰入金総額			1,725,264,000円			1,052,613,000円			690,055,000円


			予算に占める税の割合 ヨサン シ ゼイ ワリアイ			c/b			17.05%			28.97%			28.29%									平均被保険者数			28,427人			27,129人			26,227人


			１人当税額（予算） ニン ア ゼイ ガク ヨサン			c/a			88.39			90.45			87.26									一人当繰入金額			60,691円			38,800円			26,310円 エン


			法定外繰入額 ホウテイ ガイ クリイレ ガク			d			1,725,264			850,000			876,202


			予算に占める繰入の割合 ヨサン シ クリイレ ワリアイ			d/b			11.71%			7.89%			8.25%


			１人当繰入額 ニン ア クリイレ ガク			d/a			60.69			24.64			25.44


			※決算時の補正後予算額。保険税収納額(c)には過年度分を含む。 ケッサン ジ ホセイ ゴ ヨサン ガク ホケン ゼイ シュウノウ ガク カネンド ブン フク


																											R３年度標準保険税率 ネンド ヒョウジュンホケンゼイリツ						戸田市税率 トダシ ゼイリツ


																											所得割 ショトクワリ			均等割 キントウワ			所得割 ショトクワリ			均等割 キントウワ


																								医療分 イリョウ ブン			9.04%			23,960円 エン			8.00%			20,000円 エン


																								支援金分 シエンキンブン			2.35%			14,692円 エン			1.60%			9,500円 エン


																								介護分 カイゴブン			2.42%			22,467円 エン			1.42%			12,500円 エン


																								合計 ゴウケイ			13.81%			61,119円 エン			11.02%			42,000円 エン








Sheet2


						平成29年度			平成30年度			平成30年度


									（累積繰越額清算前）			（決算額）


			法定外繰入金総額			1,725,264,000円			1,052,613,000円			259,548,000円


			平均被保険者数			29,372人			28,173人			28,173人


			一人当繰入金額			58,738円			37,362円			9,213円












①県の「第２期国民健康保険運営方針」（Ｒ2.12月策定）に基づく


県では、令和８年度まで、県内全市町村の赤字解消を図ったうえで、国民健康保険税率を


統一する計画を運営方針に明記。


県の運営方針に基づき、「戸田市国民健康保険赤字削減解消計画」


の変更届出を令和2年度中に予定。


②特別交付金（市町村努力支援金等）を損なう


戸田市が交付を受けている財政支援を損なうだけでなく、県が国から


交付を受ける財政支援が減額され、結果として県内全市町村の事業費


納付金が増額されてしまう。


なぜ、今、計画見直しを？


【４ 今、赤字解消が必要となる理由】
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③税負担の公平性のために


一般会計からの法定外繰り入れには、その原資に国保未加入者（市民の約8割強


に相当する健保加入者等）の納めた税金が含まれている。健保加入者は健保組合


から既に国保財政の支援を実施しているため、二重の財政支援となってしまう。


④市の政策的施策を推進するために


国保特別会計への繰入がこのまま続くと一般会計が圧迫され、将来の市の政策的


事業の推進や、緊急対策事業の規模等に影響してしまうおそれが・・・。


なぜ、今、計画見直しを？


【 ４ 今、赤字解消が必要となる理由】


13







14


千円（％） 千円（％） 千円（％） 千円（％） 千円（％） 千円（％） 千円（％）


千円（％） 千円（％） 千円（％） 千円（％） 千円（％） 千円（％） 千円（％）


千円（％） 千円（％） 千円（％） 千円（％） 千円（％） 千円（％） 千円（％）


千円（％） 千円（％） 千円（％） 千円（％） 千円（％） 千円（％） 千円（％）


変更前　赤字削減・解消計画実施状況報告書（市町村） 　 都道府県名 保険者番号 保険者名


（第２年次　　令和元年度分）
埼玉県 110247 戸田市


千円


赤字額（合計） 1,997,760 千円


　　　　令和５年度


②
赤
字
削
減
計
画
実
施


（
予
定


）
状
況


　


年
度
別
赤
字
削
減
予
定
額


（
率


）


計画年次 第1年次 第2年次 第3年次


①
赤
字
の
発
生
状


況


年度(赤字発生年度) 　　　　平成２８年度


法定外繰入の
削減予定額（率）


243,709 265,000 27,050


赤字の原因


法定外繰入金 1,997,760 千円
＜計画対象となる赤字額＞
1,563,404,188円（1,997,760,000円　－　黒字分290,805,591円　－　精算額143,550,221円）


※平成29年度
1,328,709,272円（1,726,848,000円　―　決算補填以外1,584,000円　－黒字分245,378,151円


－精算額151,176,577円）


繰上充用金の新規増加分


27,050 27,050 27,050


第4年次 第5年次 第6年次


616,909


繰上充用金の新規増加


分の削減予定額（率）


合計


年　　　度 　　平成３０年度 　　　　令和元年度 　　　　令和２年度 　　　　令和３年度 　　　　令和４年度


27050 616909


赤字削減額 276,096 362,945 639,041


合計


赤字削減予定額（率）


243709 265000 27050 27050 27050
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変更後　赤字削減・解消計画実施状況報告書（市町村） 　 都道府県名 保険者番号 保険者名


（第２年次　　令和元年度分）
埼玉県 110247 戸田市


千円


赤字額（合計） 1,997,760 千円


　　　　令和５年度


②
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字
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計
画
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施
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予
定


）
状
況


　


年
度
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字
削
減
予
定
額


（
率


）


計画年次 第1年次 第2年次 第3年次


①
赤
字
の
発
生
状


況


年度(赤字発生年度) 　　　　平成２８年度


法定外繰入の


削減予定額（率）


243,709 265,000 278,013


赤字の原因


法定外繰入金 1,997,760 千円
＜計画対象となる赤字額＞
1,563,404,188円（1,997,760,000円　－　黒字分290,805,591円　－　精算額143,550,221円）


※平成29年度
1,328,709,272円（1,726,848,000円　―　決算補填以外1,584,000円　－黒字分245,378,151円


－精算額151,176,577円）


繰上充用金の新規増加分


▲ 260,000 293,656 378,000


第4年次 第5年次 第6年次


1,198,378


繰上充用金の新規増加


分の削減予定額（率）


合計


年　　　度 　　平成３０年度 　　　　令和元年度 　　　　令和２年度 　　　　令和３年度 　　　　令和４年度
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赤字削減額
276,096 362,945 278,013 ▲ 260,000 293,656 378,000 1,328,710


合計


赤字削減予定額（率）
243,709 265,000 278,013 ▲ 260,000 293,656


※令和２年２月９日配布時資料
（赤字削減額について精査中）
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						法定外繰入金  ホウテイガイ クリイレ キン						1,997,760															千円 セン エン			＜計画対象となる赤字額＞
1,563,404,188円（1,997,760,000円　－　黒字分290,805,591円　－　精算額143,550,221円）

※平成29年度
1,328,709,272円（1,726,848,000円　―　決算補填以外1,584,000円　－黒字分245,378,151円－精算額151,176,577円）





						繰上充用金の新規増加分  クリアゲ ジュウヨウ キン シンキ ゾウカブン																					千円 セン エン





						赤字額（合計） アカジ ガク ゴウケイ						1,997,760															千円 セン エン





			②赤字削減計画実施（予定）状況 アカジ サクゲン ケイカク ジッシ ヨテイ ジョウキョウ			　　　　　　　　　　　　　
年度別赤字削減予定額（率）
　　　　　　　　　　　　　　　 ネンドベツ アカジ ヨテイガク リツ			計画年次 ケイカク ネンジ			第1年次 ダイ ネンジ						第2年次 ダイ ネンジ						第3年次 ダイ ネンジ						第4年次 ダイ ネンジ						第5年次 ダイ ネンジ						第6年次 ダイ ネンジ						合計 ゴウケイ





									年　　　度 トシ ド			　　平成３０年度 ヘイセイ ネンド						　　　　令和元年度 レイワ ガンネン ネンド						　　　　令和２年度 レイワ ネンド						　　　　令和３年度 レイワ ネンド						　　　　令和４年度 レイワ ネンド						　　　　令和５年度 レイワ ネンド





									法定外繰入の
削減予定額（率） ホウテイガイ クリイレ サクゲン ヨテイ ガク リツ			243,709						265,000						278,013						▲ 260,000						293,656						378,000						1,198,378


															千円（％） セン エン						千円（％） セン エン						千円（％） セン エン						千円（％） セン エン						千円（％） セン エン						千円（％） セン エン						千円（％） セン エン


									繰上充用金の新規増加分の削減予定額（率） クリアゲ ジュウヨウ キン シンキ ゾウカブン サクゲン ヨテイ ガク リツ


															千円（％） セン エン						千円（％） セン エン						千円（％） セン エン						千円（％） セン エン						千円（％） セン エン						千円（％） セン エン						千円（％） セン エン


									合計
赤字削減予定額（率） ゴウケイ アカジ サクゲン ヨテイ ガク リツ			243,709						265,000						278,013						▲ 260,000						293,656						378,000						1198378


															千円（％） セン エン						千円（％） セン エン						千円（％） セン エン						千円（％） セン エン						千円（％） セン エン						千円（％） セン エン						千円（％） セン エン


						赤字削減額						276,096						362,945						278,013						▲ 260,000						293,656						378,000						1,328,710


															千円（％） セン エン						千円（％） セン エン						千円（％） セン エン						千円（％） セン エン						千円（％） セン エン						千円（％） セン エン						千円（％） セン エン












（２）歳入面の取組


【５ 赤字解消に向けた国保運協での審議経過】


・国の財政支援を拡充するよう要望を継続


・収納率向上の取組強化


・国民健康保険税率の段階的な見直し （今後検討を進める）


・重複受診、多剤服薬等の医療費適正化の推進


・人間ドック、脳ドック事業、保養施設利用補助などの任意事業の
見直し （現在、国保運協で見直し案検討中）


（３）歳出面の取組
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（１）戸田市赤字削減解消計画の変更届出を令和2年度内に予定
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